
 
 

 



 
 

編集後記：夏から秋への季節の移ろいを全く感じない令和５年９⽉
初旬。初秋の爽やかな空気とは程遠く、湿度が⾼く、猛暑か⼤⾬か
ほぼ 2 種類しかない天気が続いています。皆様お体の調⼦はいかが
でしょうか？やがて訪れてくれる（はず）の秋が待ち遠しいですね。 
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TOPICS 
■シニア雇用に関する、シニア・若手・経営者の思い 

シニアの働き方に関し、シニア自身、同僚となる

若手、雇用主である経営者等、それぞれを対象とし

た個別の調査はよく行われていますが、それらを同

時に行った調査はあまり見かけません。 
そのような中、特定非営利活動法人 YUVEC の調

査「シニア雇用ならびにシニアの働き方に関するア

ンケート」は、調査対象それぞれの感じ方が同時に

わかる調査となっています。 

◆経営者・シニアそれぞれの考える問題点 

初回となる 2020 年度調査では、下記のような傾

向（いずれも複数回答）が明らかになりました。 
●経営者が問題だと思うシニアの資質 
① 自分のやり方、経験に拘る（66.7％） 
② ＩＴに弱い（37.0％）、 
③ 新しいことを憶えてくれない（29.6％）、 
④ 自分の経験を自慢する（22.2％） 

●シニアが感じている一般的なシニアの問題点 
① フルタイム勤務を嫌がる（49.7％） 
② ＩＴに弱い（39.9％）、 
③ 自分のやり方・経験に拘る（39.9％）、 
④ 新しいことを憶えない（17.5％） 

 この傾向は３回目となる 2022 年度調査でもおお

むね同様で、経営者はシニアが考えるほどフルタ

イムで働かないことを嫌ってはおらず、むしろ自

分のやり方や経験に拘ることを嫌っている点、シ

ニア自身の感じ方とは著しい乖離があります。 

◆若手・中堅が望むシニア像 

一方、職場で同僚となる若手・中堅層が望むシニア

像としては次のような回答が上位に来ています（４、

５位は同率）。 
① 人柄がよい 
② 技術、経験、業界（商品）知識、人脈等会社

に役立つ何かを持っている 
③ 自ら手を動かす 
④ 過去の事例に詳しく、自分の仕事の役に立つ 
⑤ 若手とうまくコミュニケーションができる 
 
人手不足感がますます強まる中、シニアを特別視

せず、シニア雇用のメリットを活かした職場づくり

を考えるにあたっては、このような調査も参考とし

たいですね。 
 

【特定非営利活動法人 YUVEC「2022 年度版 シニア雇用ならびに

シニアの働き方に関するアンケート」】 
https://www.yuvec.org/news/mada-dekiru-hito/2023/03/22/7693/ 

         

                 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和５年度最低賃金額 全国平均で初の 1,000 円

超え 
◆目安はＡランク 41 円、Ｂランク 40 円、Ｃランク

39 円 

 ７月 28 日、中央最低賃金審議会で令和５年度の地

域別最低賃金額改定の目安の答申が取りまとめら

れ、Ａランク 41 円、Ｂランク 40 円、Ｃランク 39

円に決定しました。引上げ額はこれまでで最も大き

く、全国平均で時給 1,002 円と、初めて 1,000 円を

超えました。 

これを受けて全国の地方最低賃金審議会で議論が

始まり、８月７日には東京都では 41 円引き上げて

1,113 円、また秋田県では過去最高の上げ幅となる

44 円引き上げて 897 円とするよう答申した、と報じ

られています。 

 

◆引上げ額の目安が 4.3％を基準として検討された

理由 

 政府の方針や賃金、通常の事業の賃金支払能力、

労働者の生計費を総合的に勘案して 4.3％が基準と

されましたが、目安の議論を行ってきた公益委員見

解では、消費者物価の上昇が続いていることや、昨

年 10 月から今年６月までの消費者物価指数の対前

年同期比は 4.3％と、昨年度の全国加重平均の最低

賃金の引上げ率（3.3％）を上回る高い伸び率であっ

たこともあり、特に労働者の生計費を重視した目安

額としたとされています。また、この目安額が中小

企業・小規模事業者の賃金支払能力の点で厳しいも

のであると言わざるを得ない、ともしています。 

 

◆厚生労働大臣が中小企業・小規模事業者に対する

支援策に言及 

 中央最低賃金審議会の答申において要望のあっ

た、業務改善助成金の対象事業場拡大等について、

加藤厚生労働大臣は８月８日の記者会見において、

できるだけ早期に行うよう検討を進め、検討内容を

踏まえて後日発表したいと表明しています。 

 

【厚生労働省「令和５年度地域別最低賃金額改定の目安について」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_34458.html 


